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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも、フィルムの表面に電子写真方式により画像を形成する画像形成工程と、前
記フィルムを、少なくとも支持体の片面と前記画像が形成された面とが互いに対面するよ
うに重ね合わせ積層体とする位置決め工程と、位置決めされた前記積層体を加熱・加圧す
る加熱圧着工程と、を含む画像記録体の作製方法であって、
　前記位置決め工程と前記加熱圧着工程との間に、前記積層体の表面をクリーニングする
クリーニング工程を有することを特徴とする画像記録体の作製方法。
【請求項２】
　前記加熱圧着工程が、一対のベルトから構成されるベルトニップ方式の加熱圧着工程で
あることを特徴とする請求項１に記載の画像記録体の作製方法。
【請求項３】
　前記フィルムが電子写真用ラミネートフィルムであり、前記位置決め工程が、前記支持
体を介して、２つの前記電子写真用ラミネートフィルムをその画像が形成された面を互い
に対面させて重ね合わせ積層体とする工程であり、前記加熱圧着工程が、位置決めされた
前記積層体を加熱・加圧することにより、前記支持体を２つの前記電子写真用ラミネート
フィルムでラミネートする工程であることを特徴とする請求項１に記載の画像記録体の作
製方法。
【請求項４】
　前記フィルムが電子写真用画像形成材料転写シートであり、前記画像形成工程が鏡像で
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画像形成材料からなる画像を形成する工程であり、前記加熱圧着工程の後に、さらに前記
画像形成材料が冷却した後、前記電子写真用画像形成材料転写シートを支持体から剥し、
画像形成材料が支持体に転写されることで画像が記録される剥離工程を含むことを特徴と
する請求項１に記載の画像記録体の作製方法。
【請求項５】
　少なくとも、フィルムの表面に電子写真方式により画像を形成する画像形成手段と、前
記フィルムを、少なくとも支持体の片面と前記画像が形成された面とが互いに対面するよ
うに重ね合わせ積層体とする位置決め手段と、位置決めされた前記積層体を加熱・加圧す
る加熱圧着手段と、を含んでなる画像記録体の作製装置であって、
　前記フィルムの搬送方向における前記位置決め手段と前記加熱圧着手段との間に、前記
積層体の表面をクリーニングするクリーニング手段を設けたことを特徴とする画像記録体
の作製装置。
【請求項６】
　前記加熱圧着手段が、一対のベルトから構成されるベルトニップ方式の加熱圧着手段で
あることを特徴とする請求項５に記載の画像記録体の作製装置。
【請求項７】
　前記フィルムが電子写真用ラミネートフィルムであり、前記位置決め手段が、前記支持
体を介して、２つの前記電子写真用ラミネートフィルムをその画像が形成された面を互い
に対面させて重ね合わせ積層体とする手段であり、前記加熱圧着手段が、位置決めされた
前記積層体を加熱・加圧することにより、前記支持体を２つの前記電子写真用ラミネート
フィルムでラミネートする手段であることを特徴とする請求項５に記載の画像記録体の作
製装置。
【請求項８】
　前記フィルムが電子写真用画像形成材料転写シートであり、前記画像形成手段が鏡像で
画像形成材料からなる画像を形成する手段であり、前記フィルムの搬送方向における前記
加熱圧着手段の後方に、さらに前記画像形成材料が冷却した後、前記電子写真用画像形成
材料転写シートを支持体から剥し、画像形成材料が支持体に転写されることで画像が記録
される剥離手段を含むことを特徴とする請求項５に記載の画像記録体の作製装置。
【請求項９】
　前記クリーニング手段が、少なくとも一対のクリーニングロール対を有することを特徴
とする請求項５に記載の画像記録体の作製装置。
【請求項１０】
　前記クリーニング手段が、少なくとも前記積層体表面を除電する除電部材と一対のクリ
ーニングロールとを有することを特徴とする請求項５に記載の画像記録体の作製装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式の画像形成装置によって形成された画像を用いたプラスチック
シート等の画像記録体の作製方法及びその作製装置に関し、より詳細には、顔写真入りキ
ャッシュカードや社員証、学生証、個人会員証、居住証、各種運転免許証、各種資格取得
証明等の非接触式又は接触式個人情報画像情報入り情報媒体、さらに医療現場などで用い
る本人照合用画像シートや画像表示板、表示ラベルなどに用いられる画像記録体の作製方
法及びその作製装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、画像形成技術の発達に伴って、凹版印刷、凸版印刷、平版印刷、グラビヤ印刷及
びスクリーン印刷などの様々な印刷法により、同一品質の画像を、大量かつ安価に形成す
る手段が知られている。そして、このような印刷法は、ＩＣカード、磁気カード、光カー
ド、あるいはこれらが組み合わさったカードなど、所定の情報を納め、外部装置と接触又
は非接触に交信可能な情報媒体の表面印刷にも多く用いられている。
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【０００３】
　しかしながら、例えば上記スクリーン印刷は、印刷しようとする画像の数に応じた印刷
版が多数必要であり、カラー印刷の場合には、さらにその色の数だけ印刷版が必要となる
。そのため、これら印刷方法は、個人の識別情報（顔写真、氏名、住所、生年月日、各種
免許証など）に個々に対応するには不向きである。
【０００４】
　上記問題点に対して、現在もっとも主流となっている画像形成手段は、インクリボン等
を用いた昇華型や溶融型の熱転写方式を採用したプリンタ等による画像形成方法である。
しかし、これらは個人の識別情報を容易に印字することはできるが、印刷速度を上げると
解像度が低下し、解像度を上げると印刷速度が低下するという問題を依然抱えている。
【０００５】
　これに対して、電子写真方式による画像形成（印刷）は、像担持体表面を一様に帯電さ
せ、画像信号に応じて露光し、露光部分と非露光部分との電位差による静電潜像を形成さ
せ、その後、前記帯電と反対（あるいは同一）の極性を持つトナーと呼ばれる色粉（画像
形成材料）を静電現像させることにより、前記像担持体表面に可視画像（トナー画像）を
形成させる方法で行われる。カラー画像の場合は、この工程を複数回繰り返すこと、ある
いは画像形成器を複数並配置することによりカラーの可視画像を形成し、これらを画像記
録体に転写、定着（固定化：主に熱による色粉の溶融と冷却による固化）することにより
カラー画像を得る方法で行われる。
【０００６】
　上述のように、電子写真方式では、像担持体表面の静電潜像を画像信号により電気的に
形成するため、同じ画像を何度でも形成できるだけでなく、異なる画像に対しても容易に
対応でき画像形成することが可能である。また、像担持体表面のトナー画像は、ほぼ完全
に画像記録体表面に転移させることができ、像担持体表面にわずかに残存するトナー画像
も、樹脂ブレードやブラシ等により容易に除去することができるため、多品種少量生産に
向けた印刷物を容易に作製することが可能である。
【０００７】
　また、上記トナーは、通常、熱溶融性樹脂及び顔料、並びに場合によっては帯電制御剤
などの添加剤を溶融混合し、この混練物を粉砕、微粒子化して形成される。さらに、前記
電子写真方式における静電潜像は、上記微粒子化されたトナーに比べてかなり高い解像度
を持っており、前記スクリーン印刷やインクリボンの熱転写方式の解像度と比べても十分
な解像度が期待できる。
【０００８】
　カラー画像についても、カラートナーとしてシアン、マゼンタ、イエロー、ブラックの
四原色を用い、これらを混合することにより、理論的に印刷と同様の色を再現できる。ま
た、上記カラートナーでは、トナー樹脂と顔料とを比較的自由に配合できるため、トナー
による画像隠蔽性を増加させることは容易である。
【０００９】
　前述の電子写真装置を使用した各種カードの作製としては、既にいくつかの提案がなさ
れている（例えば、特許文献１、２参照）。
【特許文献１】特開２００４－１８８６０３号公報
【特許文献２】特開２００４－１９５９７３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　これらに開示されている装置においては、高解像度のプラスチックシートを高い生産性
で製造することができるが、以下に記す課題が存在する。
　すなわち、電子写真方式で画像を形成された光透過性フィルムは帯電しており、除電し
なければ空気中の埃等を吸着させる性質がある。従って、プラスチックシート作製装置の
内部でプラスチックシートを作製しているとはいえ、位置決め工程、加熱圧着工程と通過
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する工程の中でゴミ、埃等が光透過性フィルムに付着する可能性は非常に高い。このゴミ
、埃はプラスチックシートのディフェクトとして認識され、製造されたプラスチックシー
トの品質を劣化させるものである。
【００１１】
　本発明は、上記従来技術の問題点を解決することを目的とする。
　すなわち、本発明は、プラスチックフィルムへの画像形成手段として電子写真装置を用
いた画像記録体の作製方法及びその作製装置に関し、ゴミ、異物の混入のない画像記録体
を高い生産性で製造することができる画像記録体の作製方法及びその作製装置を提供する
ことを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　上記課題は、以下の手段により解決される。すなわち本発明は、
＜１＞　少なくとも、フィルムの表面に電子写真方式により画像を形成する画像形成工程
と、前記フィルムを、少なくとも支持体の片面と前記画像が形成された面とが互いに対面
するように重ね合わせ積層体とする位置決め工程と、位置決めされた前記積層体を加熱・
加圧する加熱圧着工程と、を含む画像記録体の作製方法であって、
　前記位置決め工程と前記加熱圧着工程との間に、前記積層体の表面をクリーニングする
クリーニング工程を有する画像記録体の作製方法である。
＜２＞　前記加熱圧着工程が、一対のベルトから構成されるベルトニップ方式の加熱圧着
工程である＜１＞に記載の画像記録体の作製方法である。
【００１３】
　上記発明では、加熱圧着工程の前に、前記積層体表面のゴミ、埃等を除去することが可
能になるので、良品率の高い画像記録体の作製方法を得ることができる。
【００１４】
＜３＞　前記フィルムが電子写真用ラミネートフィルムであり、前記位置決め工程が、前
記支持体を介して、２つの前記電子写真用ラミネートフィルムをその画像が形成された面
を互いに対面させて重ね合わせ積層体とする工程であり、前記加熱圧着工程が、位置決め
された前記積層体を加熱・加圧することにより、前記支持体を２つの前記電子写真用ラミ
ネートフィルムでラミネートする工程である＜１＞に記載の画像記録体の作製方法である
。
【００１５】
　前記＜１＞の発明は、フィルムとして電子写真用ラミネートフィルムを用いて支持体を
ラミネートすることにより得られる画像記録体の場合に、ラミネート面のゴミの影響をな
くすことができるため、特にその効果が発揮される。
【００１６】
＜４＞　前記フィルムが電子写真用画像形成材料転写シートであり、前記画像形成工程が
鏡像で画像形成材料からなる画像を形成する工程であり、前記加熱圧着工程の後に、さら
に前記画像形成材料が冷却した後、前記電子写真用画像形成材料転写シートを支持体から
剥し、画像形成材料が支持体に転写されることで画像が記録される剥離工程を含む＜１＞
に記載の画像記録体の作製方法である。
【００１７】
　前記＜１＞の発明は、フィルムとして電子写真用画像形成材料転写シートを用いて支持
体に画像を転写することにより得られる画像記録体の場合に、加圧面のゴミの影響をなく
すことができるため、特にその効果が発揮される。
【００１８】
＜５＞　少なくとも、フィルムの表面に電子写真方式により画像を形成する画像形成手段
と、前記フィルムを、少なくとも支持体の片面と前記画像が形成された面とが互いに対面
するように重ね合わせ積層体とする位置決め手段と、位置決めされた前記積層体を加熱・
加圧する加熱圧着手段と、を含んでなる画像記録体の作製装置であって、
　前記フィルムの搬送方向における前記位置決め手段と前記加熱圧着手段との間に、前記
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積層体、フィルム及び支持体のうちの少なくとも１つの表面をクリーニングするクリーニ
ング手段を設けた画像記録体の作製装置である。
＜６＞　前記加熱圧着工程が、一対のベルトから構成されるベルトニップ方式の加熱圧着
工程である＜５＞に記載の画像記録体の作製方法である。
【００１９】
　上記発明では、加熱圧着手段の前に、前記積層体表面のゴミ、埃等を除去することクリ
ーニング装置を設けているので、良品率の高い画像記録体の作製装置を提供することがで
きる。
【００２０】
＜７＞　前記フィルムが電子写真用ラミネートフィルムであり、前記位置決め手段が、前
記支持体を介して、２つの前記電子写真用ラミネートフィルムをその画像が形成された面
を互いに対面させて重ね合わせ積層体とする手段であり、前記加熱圧着手段が、位置決め
された前記積層体を加熱・加圧することにより、前記支持体を２つの前記電子写真用ラミ
ネートフィルムでラミネートする手段である＜５＞に記載の画像記録体の作製装置である
。
【００２１】
　前記＜５＞の発明は、フィルムとして電子写真用ラミネートフィルムを用いて支持体を
ラミネートすることにより得られる画像記録体を作製する場合に、ラミネート面のゴミの
影響をなくすことができるため、特にその効果が発揮される。
【００２２】
＜８＞　　前記フィルムが電子写真用画像形成材料転写シートであり、前記画像形成手段
が鏡像で画像形成材料からなる画像を形成する手段であり、前記フィルムの搬送方向にお
ける前記加熱圧着手段の後方に、さらに前記画像形成材料が冷却した後、前記電子写真用
画像形成材料転写シートを支持体から剥し、画像形成材料が支持体に転写されることで画
像が記録される剥離手段を含む＜５＞に記載の画像記録体の作製装置である。
【００２３】
　前記＜５＞の発明は、フィルムとして電子写真用画像形成材料転写シートを用いて支持
体に画像を転写することにより得られる画像記録体を作製する場合に、加圧面のゴミの影
響をなくすことができるため、特にその効果が発揮される。
【００２４】
＜９＞　前記クリーニング手段が、少なくとも一対のクリーニングロール対を有する＜５
＞に記載の画像記録体の作製装置である。
【００２５】
　上記＜５＞の発明では、クリーニング手段として一対のクリーニングロール対の間を前
記積層体を通過させることで、確実に前記積層体等の表面のゴミ、埃等を除去することが
可能になる。
【００２６】
＜１０＞　前記クリーニング手段が、少なくとも前記積層体表面を除電する除電部材と一
対のクリーニングロールとを有する＜５＞に記載の画像記録体の作製装置である。
【００２７】
　上記発明では、除電部材により前記積層体を除電した後、一対のクリーニングロールの
間を前記積層体を通過させるので、＜９＞に記載した画像記録体の作製装置よりも良品率
の高い画像記録体の作製装置となる。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明によれば、プラスチックフィルムへの画像形成手段として電子写真装置を用いた
画像記録体の作製方法、作製装置に関し、ゴミ、異物の混入のない画像記録体を高い生産
性で製造することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
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　以下、本発明を詳細に説明する。
　なお、下記において実質的に同様の機能を有するものには、全図面通して同じ符号を付
して説明し、場合によってはその説明を省略することがある。また、下記においては本発
明の画像記録体の作製方法と共に、本発明の画像記録体の製造装置についても併せて説明
する。
【００３０】
　本発明の画像記録体の作製方法は、少なくとも、フィルムの表面に電子写真方式により
画像を形成する画像形成工程と、前記フィルムを、少なくとも支持体の片面と前記画像が
形成された面とが互いに対面するように重ね合わせ積層体とする位置決め工程と、位置決
めされた前記積層体を加熱・加圧する加熱圧着工程と、を含む画像記録体の作製方法であ
って、前記位置決め工程と前記加熱圧着工程との間に、前記積層体、フィルム及び支持体
のうちの少なくとも１つの表面をクリーニングするクリーニング工程を有することを特徴
とする。前記画像形成工程と前記位置決め工程との間に、前記フィルム及び支持体のうち
の少なくとも１つの表面をクリーニングするクリーニング工程を有していてもよい。
【００３１】
　本発明においては、後述するように、プラスチックフィルム（フィルム）の表面にいわ
ゆるトナー画像を形成し、このプラスチックフィルムと支持体とを加熱・加圧し、該支持
体をラミネートあるいは支持体に前記トナー画像の転写を行うことにより画像記録体を作
製する。
　この際、前記のように作製後の画像記録体中にゴミや埃が混入することがあり、これら
の異物は、画像記録体がカードなど人が直接所持し利用するような用いられ方をする場合
には、画質欠陥として特に人の目につきやすく、情報記録媒体としての品質を大きく低下
させてしまう。
【００３２】
　本発明者等は、上記画像記録体における画質欠陥の発生を低減させるため、前記フィル
ム等に付着するゴミや埃の除去をどのように行うことが効果的かについて検討を行った。
その結果、特に本発明のような画像形成から加熱圧着までを連続的に行う装置においては
、ゴミや埃の除去を画像形成後から加熱圧着までの間、特に加熱圧着の直前で行うことが
有効であることを見出し本発明を完成させた。
【００３３】
　すなわち、前記のように人がカード（画像記録体）を手にして画質欠陥がないと感じる
レベルは、画像記録体中、特に表面側近傍にほとんど異物が存在しないレベルであり、こ
のようなレベルを達成するには、画像形成前のフィルム表面をクリーニングするよりは、
画像形成後のフィルムや加熱圧着直前の積層体をクリーニングすることがより効果的であ
ることがわかった。
　上記効果を得ることができる本発明の画像記録体の作製方法を説明する前に、本発明に
より作製される画像記録体について簡単に説明する。
【００３４】
　図６に本発明の画像記録体の作製方法により作製される画像記録体の一例の構成断面図
を示す。この画像記録体は、コアシート（支持体）の表裏に少なくとも一方の面にトナー
画像が形成された電子写真用ラミネートフィルム（以下、「ラミネートフィルム」という
場合がある）を重ね合わせラミネートされてなる。
　図６に示すように、画像記録体は、コアシート１と画像２、４が形成された表面フィル
ム３及び裏面フィルム５（共に電子写真用ラミネートフィルム）とが、画像２、４が形成
された側の面がコアシート１と各々と対向するように重ねられ、ラミネートされて構成さ
れている。
【００３５】
　なお、画像記録体の構成は、図６に示す例のみに限定されるものではなく、例えば、表
面フィルム３および裏面フィルム５のいずれか一方が非光透過性フィルムであってもよい
し、画像２、４のうち、いずれか一方の画像の形成を省略してもよい。また、表面フィル
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ム３及び／または裏面フィルム５（例えば、光非透過性フィルム）の片面に画像を形成し
、その非画像面を対向させてラミネートする形態であってもよい。この場合、フィルムに
おける画像形成面をさらに保護用フィルムでラミネートしてもよい。したがって、電子写
真用ラミネートフィルム表面に形成される画像は正像であってもよいし、鏡像であっても
よい。
【００３６】
　また、図７は本発明のプラスチックシートの作製方法により作製される他の画像記録体
に関し、画像記録体の作製における加熱圧着前の状態と、加熱圧着、剥離後の画像記録体
の一例を示す断面図である。図７中、１００、２００は電子写真用画像形成材料転写シー
ト、３００は被転写体（支持体）を表す。
　図７（ａ）は、電子写真用画像形成材料転写シート（以下、「転写シート」という場合
がある）１００及び２００と、被転写体３００とを重ね合わせて積層体を構成した時の状
態を示すものである。加熱圧着前は、画像形成材料（トナー、本発明においては転写シー
ト上に鏡面で形成されたもの）１３０は転写シートの画像受像層１２０、２２０側、ある
いは画像受像層１２０、２２０と被転写体３００との界面に存在する。
【００３７】
　一方、図７（ｂ）に示すように、加熱圧着、剥離後は、画像形成材料１３０は被転写体
３００の表面にほぼ完全に埋め込まれた状態となっており、その画像形成材料１３０の上
層には保護層１２０、２２０が存在する。したがって、作製された画像記録体はそのまま
印刷された画像記録体と同様の感触を有し、画像形成材料１３０も簡単に剥がれたりする
ことがなく、保護層１２０、２２０があるため擦れによる画像欠落等が発生しない。
【００３８】
　次に、上記画像記録体を得ることができる本発明の画像記録体の作製方法及びその作製
装置について、図面を用いて説明する。
（第１の実施形態）
　図１は、本発明の画像記録体の作製方法を実施し得る本発明の画像記録体の作製装置の
概略構成図である。この作製装置は、図６に示した画像記録体を作製するためのものであ
り、前記フィルムとして光透過性フィルム（電子写真用ラミネートフィルム）を用いてい
る。
　図１に示す画像記録体の作製装置は、画像形成装置（画像形成手段）１０、丁合い装置
２０、クリーニング装置（クリーニング手段）５０、加熱圧着装置（加熱圧着手段）３０
、から構成されている。
【００３９】
　画像形成装置１０は、例えば、フィルムスタッカー１１（フィルム収納部）と、画像形
成部１２と、フィルムスタッカー１１から画像形成部１２へ光透過性フィルムを搬送する
搬送路１３と、画像形成部１２から排出口１４へ画像形成後の光透過性フィルムを搬送す
る搬送路１５とから構成されている。その他の構成は省略する。
【００４０】
　画像形成部１２は、図示しないが、潜像を形成する潜像担持体と、該潜像を少なくとも
トナーを含む現像剤を用いて現像し、トナー画像を得る現像器と、現像されたトナー画像
を光透過性フィルムに転写する転写器、光透過性フィルムに転写されたトナー画像を加熱
・加圧して定着する定着器などを含む、公知の電子写真方式のカラー画像形成装置で構成
されている。この構成により、本発明の画像記録体の作製方法における画像形成工程を行
なうことができる。
【００４１】
　搬送路１３、１５は、駆動ローラ対を含む複数のローラ対やガイド（図示せず）から構
成されており、さらに搬送路１５には、光透過性フィルムの搬送方向を１８０°反転させ
る反転路１６が設けられている。搬送路１５と反転路１６との分岐付近には、光透過性フ
ィルムの案内方向を変更するカム１７が設けられている。この反転路１６で光透過性フィ
ルムを往復させ、再び搬送路１５に戻すと、光透過性フィルムの搬送方向が１８０°反転
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されると共に、光透過性フィルムの表裏が反転して搬送される。
【００４２】
　丁合い装置２０は、コアシートスタッカー２２と、丁合いトレイ（位置決め手段）２５
、コアシートスタッカー２２から丁合いトレイ２５へコアシートを供給する搬送路２４と
、画像形成装置１０の排出口１４から排出された光透過性フィルムを、丁合いトレイ２５
へ供給する搬送路２１と、から構成されている。
【００４３】
　コアシートを丁合いトレイ２５へ供給する搬送路２４の排出部と、光透過性フィルムを
丁合いトレイ２５へ供給する搬送路２１の排出部は、高さ方向に並列して設けられている
。
【００４４】
　上記搬送路２１としては、例えば、平滑な板状部材と、その表面を光透過性フィルムを
搬送させるための搬送ロールが設けられた構成であってもよく、また回転するベルト状の
搬送体で構成されていてもよい。そして光透過性フィルムが画像形成装置１０から排出さ
れるタイミングで搬送ロールやベルトが回転し、光透過性フィルムを丁合いトレイ２５に
搬送する。
【００４５】
　また、コアシートスタッカー２２には、通常の給紙装置に備えられているようなピック
アップロールや給紙ロールが備えられており、丁合いトレイ２５がコアシートスタッカー
２２の排出口の位置に移動した直後のタイミングで給紙ロール等が回転し、丁合いトレイ
２５にコアシートを搬送する。
【００４６】
　丁合いトレイ２５は、例えば、搬送路２４の排出部と搬送路２１の排出部からコアシー
ト及び光透過性フィルムがそれぞれ供給されるように、例えば、その端部の一部が上下（
図における上下方向）に張架されたベルト外壁に連結されており、当該ベルトの回転駆動
に伴い昇降するよう構成されている。このような昇降手段に限らず、モーター駆動方式な
ど、公知の昇降手段を適用させることができる。また、図示しないが、図５における積層
されたコアシート１及び表面フィルム３、裏面フィルム５の端部を揃えて、位置決めする
手段が設けられている（位置決め工程）。
【００４７】
　丁合いトレイ２５には、コアシートを介して２つの光透過性フィルムを積層した積層体
を仮止めする仮止め装置２６が設けられている。この仮止め装置２６は、例えば、ヒータ
などにより加熱されるよう金属からなる一対の突片で構成されており、この加熱された一
対の突片により積層体の端部を挟むことで、積層体の端部が熱溶着されて仮止めされる。
【００４８】
　なお、上記仮止め装置２６は、図１のように丁合いトレイ２５からクリーニング装置５
０への積層体の搬送路上に設けられる場合には、仮止め装置２６は、仮止め時のみ丁合い
トレイ２５の端部に配置され、それ以外のときは上記搬送路から退避できる構造をとる必
要がある。
【００４９】
　本実施形態において、クリーニング装置５０は、丁合い装置２０と加熱圧着装置３０と
の間（位置決め工程と加熱圧着工程との間）に設置されている。このクリーニング装置５
０には、１対またはそれ以上のクリーニングロール対５２が設置されており、このクリー
ニングロール対５２のニップを通過することで、前記積層体上の表面ゴミ、埃が除去され
る（クリーニング工程）。このクリーニングロール対５２としては、複数個設置すること
がゴミ、埃の除去性能を向上させることは言うまでもなく、クリーニングロール対５２を
クリーニングするクリーナ（図示せず）を設けることで、クリーニングロール対５２の性
能をより維持できるものである。
【００５０】
　クリーニングロール対５２としては粘着ロールが用いられ、より具体的には、芯金の周



(9) JP 4710369 B2 2011.6.29

10

20

30

40

50

囲にブチルゴム、シリコーンゴム、ウレタンゴムなどの粘着性の弾性体を設けたものが用
いられる。ただし、長期使用において内部の低分子化合物が染み出したり、材料そのもの
の一部が積層体表面に付着するような材料を用いることは好ましくない。
【００５１】
　なお、本実施形態においては粘着ロールからなるクリーニングロール対５２を用いてい
るが、本発明においてゴミ等の異物除去手段としてはこれに限られるわけではなく、ブラ
シ、エアーブローなどゴミを除去できるものであれば特に制限されない。
【００５２】
　また、前記クリーニングロール対５２の上流側には、積層体の除電を行う除電部材５１
が設置されている。この除電部材５１は除電ブラシであっても良いし、イオンを吹き付け
るファン、ブロワーであっても構わない。このように除電部材５１を設置することで、光
透過性フィルムの静電気によるゴミ・埃の吸着力を減少させ、クリーニング装置５０にお
けるゴミ・埃の除去性能を向上させることができる。
【００５３】
　本発明においては、クリーニング装置を、本実施形態のように、丁合い装置２０と加熱
圧着装置３０との間に設置すること、すなわち加熱圧着装置３０に入る直前の積層体の表
裏をクリーニングすることが、加熱圧着後の画像記録体中のゴミ・埃を低減する上で最も
好ましい。このことは、後述する一対のベルト対３１から構成されるベルトニップ方式の
加熱圧着装置３０場合に顕著である。
【００５４】
　加熱圧着装置３０は、一対のベルト対３１から構成されるベルトニップ方式を採用する
ことにより、プラスチックシートを容易にオンラインで作製できる構成となっている。前
記ベルト対３１は、一対のテンションロール対３２と、一対のインレットロール対３５と
によりそれぞれ張架された状態でベルト対３１が歪みを生じないように構成されている。
【００５５】
　そして、ベルト対３１内部には、テンションロール対３２とインレットロール対３５と
の間に一対の加熱加圧ロール対３４及び冷却ロール対３３がそれぞれベルト３１を介して
両側から（図における上下方向から）、ベルト対３１を圧接しするように配置されている
。なお、テンションロール対３２とインレットロール対３５とはぞれぞれニップさせず、
ベルト対３１間に間隙が設けられるように設置されている。これにより、連続稼動により
ベルト対３１が蛇行しても稼動させながらベルトを所定の位置に戻すことが可能である。
【００５６】
　加熱圧着装置３０においては、インレットロール対３５の下流側に配置された加熱加圧
ロール対３４により積層体が加熱加圧される。この工程を経ることによって積層体は熱融
着（ラミネート）される。
【００５７】
　熱融着された積層体は、加熱加圧ロール対３４と冷却ロール対３３との間で変形を生じ
ないようにニップされており、平面性を維持したまま冷却ロール対３３を通過し、排出ト
レイ４１に排出される。
　ラミネート後のプラスチックシート（画像記録体）は、例えば数枚分のカードのパター
ンとなっている場合は、１枚分ずつに裁断され表裏が光透過性フィルムでラミネートされ
たカード等となる。
【００５８】
　本発明により作製された画像記録体においては、前記のようにラミネート前にクリーニ
ングが行われるため、例えば前記数枚分のカードのパターンとなっているＡ４サイズのプ
ラスチックシートを連続１００枚作製した場合にも、各カード（８５．６ｍｍ×５４ｍｍ
）の範囲において目視によるゴミは全く観察されない。
【００５９】
（第２の実施形態）
　図２は、本発明の画像記録体の作製装置の他の一例の概略構成図である。この作製装置
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は、図７に示した画像記録体を作製するためのものであり、前記フィルムとして電子写真
用画像形成材料転写シートを用いている。
【００６０】
　この作製装置の構成は、第１の実施形態で説明した作製装置の加熱圧着装置３０のさら
に下流側に剥離装置（剥離手段）８０を設けた構成であり、該剥離装置８０以外の構成の
詳細は、第１の実施形態における図１に示した作製装置と同様である。ただし、画像形成
装置１０においては、画像が転写シートから被転写体に転写されることから、鏡像で画像
を形成する必要がある。
　したがって、本実施形態の作製装置によれば、さらに加熱圧着後の積層体から電子写真
用画像形成材料転写シートを剥がし、画像形成材料を支持体に転写することができる（剥
離工程）。
【００６１】
　本実施形態における加熱圧着までの工程については第１の実施形態と同様であるので省
略する。
　加熱圧着された積層体は、次に剥離装置８０へと搬送される。剥離装置８０に搬送され
た積層体は、図７（ａ）に示す構成となっており、例えばその先端右端部に切欠きがあり
、その部分では第１の転写シート１１０と第２の転写シート２１０とは被転写体３００に
接着することなく、一定の隙間をあけて対峙している。積層体先端部がエア噴出しノズル
８３にさしかかると、ノズルから圧縮空気が噴射される。すると、第１の転写シート１１
０及び第２の転写シート２１０の端部が被転写体３００より浮き上がり、ガイド８２の先
端が第１の転写シート１１０と被転写体３００との間及び第２の転写シート２１０と被転
写体３００との間に入る。さらに、積層体が搬送されるにつれ、２つの転写シート１１０
、２１０はガイド８２に沿って被転写体３００と分離する方向に搬送され、被転写体３０
０から剥がされる。
【００６２】
　次いで、被転写体３００は排出トレイ８４に排出され、記録済み被転写体（画像記録体
）が得られる。ここで、記録済み被転写体に個別の画像が複数形成されている場合、この
各画像毎に裁断し、所定のサイズの画像記録体を得る。
【００６３】
　また、第１の転写シート１１０及び第２の転写シート２１０は、その後図示しない経路
を通って転写シート排出トレイ８１に排出される。排出された転写シートは、転写シート
スタッカーに戻して、再度画像記録を行ってもよい。
【００６４】
　以上のように、本実施形態の画像記録体の作製装置では、加熱圧着された積層体から転
写シートを剥がし、画像形成材料を被転写体に転写することで画像記録体が得られるが、
本実施形態においても、第１の実施形態同様、加熱圧着工程の前に前記積層体表面上のゴ
ミ、埃等を除去することが可能になるので、積層体の表面にゴミが存在した場合の転写む
らを発生させることがなく、良品率の高い画像記録体の作製装置を得ることができる。
【００６５】
（第３の実施形態）
　図３は、参考例の画像記録体の作製装置の一例の概略構成図である。この作製装置は、
図６に示した画像記録体を作製するためのものであり、前記フィルムとして光透過性フィ
ルム（電子写真用ラミネートフィルム）を用いている。
【００６６】
　図３に示す作製装置は、クリーニング装置６０を画像形成装置１０と丁合い装置２０と
の間（画像形成工程と位置決め工程との間）に設置している以外は、第１の実施形態で説
明した図１に示す作製装置の構成と同様である。このように構成することで、画像形成装
置１０から排出された画像が形成された光透過性フィルム（電子写真用ラミネートフィル
ム）の表裏をクリーニングすることが可能となる。すなわち、図６に示す積層体における
コアシート１と光透過性フィルム３，５との間のゴミ、埃を除去することが可能となり、
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結果として、積層体のゴミ、埃を減少させることができ、良品率の高いプラスチックシー
ト（画像記録体）の作製装置を得ることができる。
【００６７】
　なお、図３におけるクリーニングロール６２及び除電部材６１の機能については、それ
ぞれ第１の実施形態におけるクリーニングロール５２及び除電部材５１と同様であるため
、ここでは説明を省略する。
【００６８】
　また、図３に示した作製装置において、丁合い装置２０と加熱圧着装置３０との間に、
さらに第１の実施形態で説明したクリーニング装置５０を設置してもよい。この作製装置
は、本発明の画像記録体の作製装置の他の一例である。このような構成とすることにより
、連続して画像記録体作製を行った場合における不良品（カードサイズの面積において目
視で確認できるゴミ等が１つ以上存在するもの）発生率をさらに低減することができる。
【００６９】
　一方、図３に示した作製装置の加熱圧着装置３０のさらに下流側に、第２の実施形態で
説明した剥離装置８０を配置し、フィルムとして電子写真用画像形成材料転写シートを用
い鏡像で画像形成を行うことにより、第２の実施形態と同様にして、記録済み被転写体に
おける転写むらだけでなくトナー画像の欠陥発生も抑制できるため、図７（ｂ）に示すよ
うな画像記録体を高い良品率で得ることができる。
【００７０】
（第４の実施形態）
　図４は、参考例の画像記録体の作製装置の一例の概略構成図である。この作製装置は、
図６に示した画像記録体を作製するためのものであり、前記フィルムとして光透過性フィ
ルム（電子写真用ラミネートフィルム）を用いている。
【００７１】
　図４に示す作製装置は、コアシートスタッカー２２から丁合いトレイ２５へコアシート
１を供給する搬送路２４上（画像形成工程と位置決め工程との間）にクリーニング装置７
０を設置している以外は、第１の実施形態で説明した図１に示す作製装置の構成と同様で
ある。このように構成することで、コアシートスタッカー２２から排出されたコアシート
（支持体）の表裏をクリーニングすることが可能となる。すなわち、図６に示すコアシー
ト１と光透過性フィルム３，５との間のゴミ、埃を除去することが可能となり、結果とし
て、積層体のゴミ、埃を減少させることができ、良品率の高いプラスチックシート（画像
記録体）の作製装置を得ることができる。
【００７２】
　なお、図４におけるクリーニングロール７２及び除電部材７１の機能については、それ
ぞれ第１の実施形態におけるクリーニングロール５２及び除電部材５１と同様であるため
、ここでは説明を省略する。
【００７３】
　また、図４に示した作製装置において、丁合い装置２０と加熱圧着装置３０との間に、
さらに第１の実施形態で説明したクリーニング装置５０を設置してもよい。この作製装置
は、本発明の画像記録体の作製装置の他の一例である。このような構成とすることにより
、連続して画像記録体作製を行った場合における不良品（カードサイズの面積において目
視で確認できるゴミ等が１つ以上存在するもの）発生率をさらに低減することができる。
【００７４】
　一方、図４に示した作製装置の加熱圧着装置３０のさらに下流側に、第２の実施形態で
説明した剥離装置８０を配置し、フィルムとして電子写真用画像形成材料転写シートを用
い鏡像で画像形成を行うことにより、第２の実施形態と同様にして、記録済み被転写体に
おける転写むらだけでなくトナー画像の欠陥発生も抑制できるため、図７（ｂ）に示すよ
うな画像記録体を高い良品率で得ることができる。
【００７５】
（第５の実施形態）
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　図５は、本発明の画像記録体の作製装置の他の一例の概略構成図である。この作製装置
は、図６に示した画像記録体を作製するためのものであり、前記フィルムとして光透過性
フィルム（電子写真用ラミネートフィルム）を用いている。
【００７６】
　図５に示す作製装置は、第１、第３、第４の実施の形態で各々説明したクリーニング装
置５０，６０，７０を全て設置した構成となっており、それら以外の構成の詳細は、第１
の実施形態で説明した各構成と同様である。このように構成することで、丁合い前の光透
過性フィルム及びコアシート（電子写真用ラミネートフィルム及び支持体）のクリーニン
グを実施することができ、さらに、図６に示すコアシート１と光透過性フィルム３，５と
の積層体の表裏面をクリーニングすることが可能となり、良品率の極めて高いプラスチッ
クシート（画像記録体）の作製装置を得ることができる。
【００７７】
　一方、図５に示した作製装置の加熱圧着装置３０のさらに下流側に、第２の実施形態で
説明した剥離装置８０を配置し、フィルムとして電子写真用画像形成材料転写シートを用
い鏡像で画像形成を行うことにより、第２の実施形態と同様にして、記録済みの被転写体
における転写むらだけでなくトナー画像の欠陥発生も抑制できるため、図７（ｂ）に示す
ような画像記録体を極めて高い良品率で得ることができる。
【００７８】
　次に、本発明に用いられる支持体、フィルムについて説明する。なお本発明においては
、前述のように、図６に示す画像記録体の場合は、支持体はコアシート１、フィルムは電
子写真用ラミネートフィルム３、５であり、図７に示す画像記録体の場合は、支持体は被
転写体３００、フィルムは転写シート１００、２００である。
【００７９】
（支持体）
－コアシート－
　本発明において用いられるコアシートは、プラスチックシート（画像記録体）としたと
きの光透過性フィルムに形成された画像が見えやすいよう不透明であることが好ましく、
白色に着色されていることがより好ましい。
【００８０】
　コアシートの材質としては、プラスチックが使用される。具体的には、アセテートフィ
ルム、三酢酸セルローズフィルム、ナイロンフィルム、ポリエステルフィルム、ポリカー
ボネートフィルム、ポリスチレンフィルム、ポリフェニレンサルファイドフィルム、ポリ
プロピレンフィルム、ポリイミドフィルム、塩化ビニールなどがあり、中でもポリエステ
ルフィルム、塩化ビニール等が好ましく用いられる。
【００８１】
　コアシートとしては、これらに顔料や染料などが添加され着色される。また、コアシー
トは、フィルム状、板状であってもよいし、可とう性を有しない程度、または、コアシー
トとしての要求に必要な強度を有する程度に厚みを有する形状であってもよい。
【００８２】
　本発明に用いられるコアシートとしては、厚さ５０～５０００μｍの範囲のプラスチッ
クからなるフィルムを用いることが好ましく、厚さ１００～１０００μｍの範囲のＰＥＴ
フィルムを用いることがより好ましい。
【００８３】
－被転写体－
　本発明において用いられる被転写体は、金属、プラスチック、セラミックなどであり、
さらにこれらはシート状のものが好ましい。
　本発明に用いられる被転写体としては、プラスチック製のシートが好ましく、特に、画
像記録体としたときに形成された画像が見えやすいよう不透明であることが好ましく、白
色化したプラスチック製のシートが代表的に使用される。
【００８４】



(13) JP 4710369 B2 2011.6.29

10

20

30

40

50

　上記プラスチック製のシート用樹脂としては、前記電子写真用画像形成材料転写シート
の基体に用いたものと同様なものを用いることができ、ポリアセテートフィルム、三酢酸
セルローズフィルム、ナイロンフィルム、ポリエステルフィルム、ポリカーボネートフィ
ルム、ポリスチレンフィルム、ポリフェニレンサルファイドフィルム、ポリプロピレンフ
ィルム、ポリイミドフィルム、セロハン、ＡＢＳ（アクリロニトリル－ブタジエン－スチ
レン）樹脂フィルムなどを好ましく用いることができる。
【００８５】
　上記の中でも、ポリエステルフィルム、特に、ＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）
のエチレングリコール成分の半分前後を１，４－シクロへキサンメタノール成分に置き換
えたＰＥＴＧと呼ばれるものや、前記ＰＥＴにポリカーボネートを混ぜアロイ化させたも
の、さらに二軸延伸しないＰＥＴで、Ａ－ＰＥＴと呼ばれる非晶質系ポリエステル等をよ
り好ましく用いることができる。
【００８６】
　本発明においては、被転写体の少なくとも画像が転写される側の面が、前記ＰＥＴＧを
含むことが好ましい。画像転写面をＰＥＴＧとすることにより、転写された画像形成材料
（トナー）を被転写体表面にほとんど完全に埋め込ませることができ、最終的な画像記録
体の表面を電子写真画像形成材料転写シートの表面形状と同様にすることができる。
【００８７】
　なお、本発明の画像記録体がＩＣカードや磁気カード等として用いられる場合には、必
要に応じてコアシートや被転写体にＩＣチップ、アンテナ、磁気ストライプ、外部端子な
どが埋め込まれる。また、磁気ストライプ、ホログラム等が印刷されたり、必要文字情報
がエンボスされる場合がある。
【００８８】
（フィルム）
－電子写真用ラミネートフィルム－
　本発明における電子写真用ラミネートフィルムに使用可能な基体は、透明性を有するこ
とが必要である。ここで、透明性とは、例えば、可視光領域の光をある程度、透過する性
質をいい、本発明においては、少なくとも形成された画像が、画像が形成された面と反対
側の面から基体を通して目視できる程度に透明であればよい。
【００８９】
　上記基体としては、前記コアシートの材料として用いることができるプラスチックのフ
ィルムを同様に使用することができる。
　また、上記各種プラスチックのフィルムの中でも、ポリエステルフィルム、特に、前記
ＰＥＴＧや、前記ＰＥＴにポリカーボネートを混ぜアロイ化させたもの、さらに二軸延伸
しないＰＥＴで、Ａ－ＰＥＴと呼ばれる非晶質系ポリエステル等をより好ましく用いるこ
とができる。
【００９０】
　上記基体のビカット軟化温度は、７０～１３０℃の範囲であることが好ましく、８０～
１２０℃の範囲であることがより好ましい。
　上記ビカット軟化温度が７０℃に満たないと、加熱圧着工程において、コアシート（コ
ア）に光透過性フィルムを十分に密着・接着させることができない場合がある。また、ビ
カット軟化温度が１３０℃を超えると、上記密着・接着は十分でっても画像（画像形成材
料）または後述する塗工層が軟化しすぎてしまい、画像に欠陥（画像流れ）が発生してし
まう場合がある。
【００９１】
　上記ビカット軟化温度とは熱可塑性樹脂の軟化温度評価の一方法から測定されるもので
あって、その測定方法は、成形されたプラスチック材料の耐熱性を試験する方法として、
熱可塑性樹脂に対しては、ＪＩＳ　Ｋ７２０６やＡＳＴＭ　Ｄ１５２５、ＩＳＯ３０６に
その方法が規定されている。
【００９２】
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　一方、基体の少なくとも片面の表面抵抗率が１×１０8～１×１０13Ωの範囲であるこ
とが好ましく、１×１０9～１×１０11Ωの範囲であることがより好ましい。
　上記表面抵抗率が１×１０8Ωに満たないと、特に、高温高湿時に画像記録体の抵抗値
が低くなりすぎ、例えば転写部材からの転写トナーが乱れる場合があり、また、表面抵抗
率が１×１０13Ωを超えると、画像記録体として使用される光透過性フィルムの抵抗値が
高くなりすぎ、例えば転写部材からのトナーをフィルム表面に移行できず、転写不良によ
る画像欠陥が発生する場合がある。
【００９３】
　なお、上記表面抵抗率は、２３℃、５５％ＲＨの環境下で、円形電極（例えば、三菱油
化（株）製ハイレスターＩＰの「ＨＲプローブ」）を用い、ＪＩＳ　Ｋ６９９１に従って
測定することができる。
　また、電子写真用ラミネートフィルムにおいて、片面のみが上記範囲の表面抵抗率を有
する場合には、当該面は画像が形成される側の面であることが好ましい。
【００９４】
　前記基体の少なくとも片面の表面抵抗率を１×１０8～１×１０13Ωの範囲に制御する
にあたっては、基体となるフィルム製造時、直接界面活性剤、高分子導電剤や導電性微粒
子などを樹脂中に添加したり、上記フィルム表面に界面活性剤を塗工したり、金属薄膜を
蒸着したり、あるいは接着剤などに界面活性剤などを適量添加したりすることで調整する
ことができる。
【００９５】
　前記基体の厚さは、５０～５００μｍの範囲が好ましく、７５～１５０μｍの範囲がよ
り好ましい。厚さが５０μｍに満たないと搬送不良となる場合があり、３００μｍを超え
ると転写不良による画像劣化となる場合がある。
【００９６】
　本発明における電子写真用ラミネートフィルムは、基体の片面に画像受像層が形成され
ることが好ましく、またこの画像受像層が形成される面と反対側の面に機能性制御手段が
設けられることが好ましい。
　前記機能性制御手段は、光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性、及び帯電性を制御
する機能から選択される少なくとも１つ以上の機能を有するものであることが好ましく、
具体的には、基体の表面に対し、光沢性、耐光性、抗菌性、難燃性、離型性、導電性、さ
らに好ましくは耐湿性、耐熱性、撥水性、耐磨耗性及び耐傷性などの様々な機能を付加及
び／または向上させるために設けられる。これにより、前記機能性制御手段を有する電子
写真用ラミネートフィルムは、様々な使用条件に対して耐性を有することができる。
【００９７】
－電子写真用画像形成材料転写シート－
　本発明に用いられる電子写真用画像形成材料転写シートの基体としては、前記光透過性
フィルムの基体の材料と同様のものを用いることができる。
　本発明に用いられる転写シートは、前記基体の少なくとも片面に画像受像層を有し、該
画像受像層が少なくとも離型性材料を含有し、かつ該画像受像層の表面抵抗率が、２３℃
、５５％ＲＨにおいて、１．０×１０8～３．２×１０13Ωの範囲であることが好ましい
。
【００９８】
　すなわち前記転写シートでは、表面に設けられた画像受像層が適切な表面抵抗率範囲を
有するため、電子写真方式での画像形成でも転写不良等が発生することなく、良好な画像
形成を行うことができる。また、前記画像受像層には離型性材料が含まれており、該離型
性材料は後述するような画像形成材料を被転写体に良好に転写できるだけでなく、電子写
真方式での画像定着特性にも優れたものである。
【００９９】
　前記離型性材料は、転写シートにおいて画像形成材料を一旦定着し固定化すると共に、
被転写体と加熱圧着されたときには上記画像形成材料を離型する画像受像層に用いられる
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ものである。したがって、前記離型性材料としては、電子写真において画像形成材料とし
て一般的に使用されるトナーに対して密着性と、離型性とを有することが望ましい。
【０１００】
　このような離型性材料としては、特に制限されないが、シリコーン系ハードコート材料
を含むものであることが離型性を有し、さらにフィルム搬送時における表層傷を抑制する
ことができる点で好ましい。
【０１０１】
＜試験例＞
（試験例１）
　図１に示すような画像記録体の作製装置を用い、フィルムとして光透過性フィルム（電
子写真用ラミネートフィルム）を用いてプラスチックシートの作製を行った。この作製装
置におけるクリーニング装置５０は、ブチルゴム（ＪＩＳ　硬度：４０～７０）からなる
直径５０ｍｍのクリーニングロール対５２を１対配置し、除電装置は配置されていない構
成となっている。また、クリーニング装置５０での積層体の搬送速度を７ｍｍ／ｓｅｃと
した。
【０１０２】
　画像形成装置１０では、フィルムスタッカー１１にセットしたＰＥＴＧ樹脂からなる透
明フィルム（Ａ４サイズ、厚さ：１００μｍ、表面抵抗率：２．８×１０10Ω、ビカット
軟化温度：７８℃）の表面に、定着時のラミネートフィルムの表面温度が、９５～１００
℃の範囲として、ベタ画像を含むカラーの鏡像画像（８５．６ｍｍ×５４ｍｍのカードサ
イズ画像が８個配置されたもの）が印字され、鏡像画像が形成されるようになっている。
【０１０３】
　一方、丁合い装置２０では、コアスタッカー２２にセットした表面がＰＥＴＧで内部が
Ａ－ＰＥＴであるＡ４サイズの白色シート（三菱樹脂社製：ディアクレールＷ２０１２、
Ａ４サイズ、厚さ：５００μｍ、ビカット軟化温度：８５℃）に対し、丁合いトレイ２５
を介してこの白色シートの表裏に、前記ラミネートフィルムを各フィルムの四隅の位置が
合うようにして画像面（ラミネート面）で重ね合わせ、位置決めした後、積層体として仮
留め装置２６により仮留めが行われるようになっている。
【０１０４】
　加熱圧着装置３０におけるベルト対３１を構成するベルトは、表面が鏡面加工され表面
の十点平均粗さＲｚが２μｍのステンレス製の無端ベルトであり、周長は１０００ｍｍ、
幅は３４０ｍｍ、厚さは０．２μｍである。このベルトを、ラミネート部に装着してベル
ト対３１を形成し、加熱加圧ロール対３４に１ＭＰａの加圧がかかるようにセットされて
いる。
　なお、本装置において、積層体の搬送速度は７ｍｍ／ｓｅｃ、ラミネート部における加
熱加圧ロール対３４の設定温度を１５０℃とした。
【０１０５】
　以上のような構成によるプラスチックシートの作製を、連続して１００枚行った。次い
で、作製されたプラスチックシートを各々カードサイズに裁断して、各々のカードについ
て目視によりゴミ、埃の有無を確認したが、全てのカードにおいて欠陥は認められなかっ
た。
【０１０６】
　次に、前記作製装置におけるクリーニング装置５０を取り外した以外は同様の構成とし
て、前記プラスチックシートの作製を連続して１００枚行った。そして、作製後のプラス
チックシートから得られた各カードについて同様にゴミ、埃の有無を確認したところ、３
０％のカードにゴミ等の混入による欠陥が認められた。
【０１０７】
（試験例２）
　図２に示すような画像記録体の作製装置を用い、フィルムとして電子写真用画像形成材
料転写シートを用いて画像記録体の作製を行った。なお、この作製装置におけるクリーニ
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ング装置５０や損他の装置の構成は、試験例１で用いたものと同様である。
【０１０８】
　画像形成装置１０におけるフィルムスタッカー１１に、基体がＰＥＴからなる転写シー
ト（Ａ４サイズ、厚さ：１００μｍ、表面抵抗率：５．４×１０11Ω、シリコーン微粒子
を含むシリコーンハードコート剤からなる１μｍ厚の画像受像層を設けたもの）を、丁合
い装置２０におけるコアスタッカー２２に、表面がＰＥＴＧで内部がＡ－ＰＥＴであるＡ
４サイズの白色シート（三菱樹脂社製：ディアクレールＷ２０１２、Ａ４サイズ、厚さ：
５００μｍ）をセットして、試験例１と同様にして連続１００枚の積層体を作製し、続け
てそれらの表裏から剥離装置８０により転写シートを剥離した。
【０１０９】
　次いで、作製された記録済み被転写体を各々カードサイズに裁断して、各々のカードに
ついて目視によりゴミ、埃の有無を確認したが、全てのカードにおいて欠陥は認められな
かった。
【０１１０】
　次に、前記作製装置におけるクリーニング装置５０を取り外した以外は同様の構成とし
て、前記記録済み被転写体の作製を連続して１００枚行った。そして、作製後のプラスチ
ックシートから得られた各カードについて同様にゴミ、埃の有無を確認したところ、５０
％のカードにゴミ等の混入による欠陥が認められた。
【０１１１】
　以上の説明したように、本発明の画像記録体の作製装置（作製方法）では、加熱圧着工
程の前に前記積層体やフィルム、支持体表面上のゴミ、埃等を除去することが可能になる
ので、良品率の高い画像記録体を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１２】
【図１】本発明の画像記録体の作製装置の一例を示す概略構成図である。
【図２】本発明の画像記録体の作製装置の他の一例を示す概略構成図である。
【図３】参考例の画像記録体の作製装置の一例を示す概略構成図である。
【図４】参考例の画像記録体の作製装置の一例を示す概略構成図である。
【図５】本発明の画像記録体の作製装置の他の一例を示す概略構成図である。
【図６】本発明の画像記録体の作製装置により作製される画像記録体の一例の構成断面図
を示す。
【図７】本発明の画像記録体の作製装置により作製される画像記録体の他の一例の構成断
面図を示す。
【符号の説明】
【０１１３】
　１　コアシート（支持体）
　２、４　画像
　３　表面フィルム（電子写真用ラミネートフィルム）
　５　裏面フィルム（電子写真用ラミネートフィルム）
　１０　画像形成装置
　１１　フィルムスタッカー
　１２　画像形成部
　１３、１５、２１、２４　搬送路
　１４　排出口
　１６　反転路
　１７　カム
　２０　丁合い装置
　２２　コアスタッカー
　２３　裏面フィルムスタッカー
　２５　丁合いトレイ（位置決め部）
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　２６　仮留め装置
　３０　加熱圧着装置
　３１　ベルト対
　３２　テンションロール対
　３３　冷却ロール対
　３４　加熱加圧ロール対
　３５　インレットロール対
　５０、６０、７０　クリーニング装置
　５１　除電装置
　５２　クリーニングロール
　８０　剥離装置
　１００、２００　電子写真用画像形成材料転写シート（フィルム）
　３００　被転写体（支持体）

【図１】 【図２】
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【図７】
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